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2022 年 6 月 30 日 
 

コンサルティングレポート 
 

人的資本指標の測定･開示に関するアンケート調査結果概要 
 

～ 高成長率企業は組織開発・人材開発に関する指標の測定を重視 ～ 
 

組織人事ビジネスユニット HR 第 3 部 マネージャー 本間薫 

石黒太郎、甲斐順也、古川琢郎、佐藤文、藤森亮、須藤聖明 
 

三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社と一般社団法人ピープルアナリティクス＆HR テクノロジー協会は、

日本企業における人的資本指標の測定・開示に関する考え方・取り組みの現状を明らかにすることを目的に、2021 年

12 月から 2022 年 3 月までアンケート調査を実施し、77 社から回答を得た。人的資本経営の重要性が高まる中、企業

各社における今後の施策検討に資するべく、本レポートでは調査結果の概要と集計結果の一部を紹介する。 
 

■調査結果の概要 

・各種国際ガイドラインを参考に設定した人的資本指標の 11 分野 57 項目※1 について、平均測定実施率※2 は 63%
だった。また、その測定・開示状況を 4 段階に分けて尋ねた「人的資本指標の測定・開示レベル」※3 は「レベル 3：測定

/記録結果を経営に開示している」が 27%、「レベル 4：社外ステークホルダーに開示している」が 12%であった。これら

の結果から、測定指標の網羅性と、人的資本指標の「測定」と「開示」の間に大きな差があることについて、課題があると

推察された。 
 
※1 人的資本指標の 11 分野（57 項目） 
労働力（4 項目）、コスト（3 項目）、生産性（3 項目）、健康経営・安全衛生（6 項目）、コンプライアンスおよび倫理・

人権（5 項目）、従業員の多様性（7 項目）、リーダーシップ（6 項目）、採用・異動・離職（8 項目）、組織開発・人材

開発（4 項目）、従業員の履歴情報（4 項目）、従業員の業務上の経験（7 項目） 
 

※2 平均測定実施率 
総回答数から「レベル 1：測定/記録していない」「わからない」を除いた回答数の割合（測定実施率）の平均値 
 

※3 人的資本指標の測定・開示レベル 
レベル 1：測定/記録していない 
レベル 2：測定/記録しているが、経営や社外ステークホルダーには開示していない 
レベル 3：測定/記録結果を経営(取締役会、役員会等)に開示している 
レベル 4：測定/記録結果を社外ステークホルダー(投資家、株主等)に開示している 

 
・人的資本指標の「測定」において重視している分野は、回答率が高い順に「労働力」（79%）、「従業員の業務上の経

験」（75%）、「コスト」（74%）であり、11 分野の平均は 67%だった。一方、測定結果の社内外への「開示」を重視している

割合は 11 分野の平均が 23%に留まり、人的資本指標を重視するか否かという視点においても「測定」と「開示」には大

きな差があった。また、回答企業の属性に応じて、以下のような特徴も見受けられた。 



 

ご利用に際してのご留意事項を最後に記載していますので、ご参照ください。 
（お問い合わせ）コーポレート・コミュニケーション室   E-mail：info@murc.jp 

2 / 14 

 

- 上場企業は非上場企業と比較し、社内外への「開示」を重視する傾向にある。中でも「労働力」「生産性」「従

業員の多様性」の差異が顕著で、上場企業がより開示を重視していた 
- 高成長率企業と非連続成長企業（定義はアンケート調査の概要の「回答企業の概要」参照）では、ほぼすべ

ての分野において、人的資本指標の「測定」をその他の企業以上に重視していた。特に「組織開発・人材開

発」の分野では、すべての高成長率企業がその測定を重視する結果となった （高成長率企業は 100%、その

他企業は 54%） 
 

・人的資本指標およびその測定基準を設定・検討する上で、調査回答企業が参照するガイドラインとして最も多かった

のは「ISO30414」（27%）だった。ただし、「特にない／わからない」の回答が全体の 69%を占めていることから、現時点

では多くの日本企業が自社流の指標管理をしており、他社との比較が困難な状況にあると推察された。 
 
・人的資本指標を測定する上で、使用する情報システム・ツールとして最も多いのは「人事給与システム（ERP 等）」

（65%）であり、次に「タレントマネジメントシステム」（43%）だった。一方、「エクセルでデータ回収」と回答した企業も 39%
あり、システム化の遅れが今後の人的資本経営の実現に向けたボトルネックになり得るとみられる。 
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■アンケート調査の概要 
1. 調査概要 
(1) 調査対象 日本国内の上場･非上場企業 

・ 一般社団法人 ピープルアナリティクス＆HR テクノロジー協会 会員企業 
・ 三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社が過去に開催した勉強会・セミナー・ア

ンケート調査への参加企業 
(2) 調査方法 インターネットによるアンケート調査 
(3) 有効回答社数 77 社 
(4) 調査期間 2021 年 12 月 27 日～2022 年 3 月 18 日 
(5) 主な調査項目 人的資本指標の測定･開示において重視している分野 

各分野の指標に関する測定･開示の取り組み状況 
従業員の履歴を記録することによる成果 
理想的な人材育成や管理を実現するために記録･蓄積すべき事項 
人的資本指標やその測定基準を設定･検討する上で参照しているガイドライン 
人的資本指標を測定する上で使用している情報システム･ツール 

 

2. 回答企業の概要 
(1) 業種（N=77） 

 

(3) 連結売上高平均成長率（N=77） 

 

なお、上記で「10%以上」と回答した企業を「高成長
率企業」（N=6）とする。 

(2) 上場先（N=77） 

 

 
 

 
(4) 非連続成長（複数選択）（N=77） 

 
なお、全社売上高が倍増以上」「自社の事業規模に比し
て大規模な買収を実施または計画」「新規事業への大
規模投資を実施または計画」「既存事業への大規模投
資を実施または計画」と回答した企業を「非連続成長企
業」（N=29）とする。 

業種 回答数（社） 割合（％）

製造業 32 42%

情報通信業 13 17%

卸売業，小売業 9 12%

教育，学習支援業 3 4%

建設業 2 3%

運輸業，郵便業 2 3%

金融業，保険業 2 3%

学術研究，専門・技術サービス業 2 3%

その他 12 16%

直近３年間の連結売上高平均成長率回答数（社） 割合（％）

10％以上 6 8%
5％以上 10％未満 19 25%
0％以上 5％未満 15 19%

おおむね横ばい 22 29%
マイナス成長（0%未満） 15 19%

上場先 回答数（社） 割合（％）

プライム市場 39 51%
スタンダード市場 5 6%
グロース市場 2 3%
非上場 28 36%
未定・わからない 3 4%

直近３年間の特筆すべき業績・投資 回答数（社） 割合（％）

全社売上高が倍増以上 2 3%
自社の事業規模に比して大規模な
買収を実施または計画

4 5%

新規事業への大規模投資を実施
または計画

15 19%

既存事業への大規模投資を実施
または計画

17 22%

上記以外 5 6%
該当するものはない 43 56%
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■調査結果 
 
1. 人的資本指標の測定･開示において重視している分野 

(1) 全体 
① 人的資本指標の「測定」において重視している分野 

人的資本指標の測定について特に重視している分野を尋ねると、「1.労働力」（79%）、「11.従業員の業

務上の経験」（75%）、「2.コスト」（74%）の回答率が高い一方、「7.リーダーシップ」「9.組織開発・人材開

発」（いずれも 57%）の回答率が比較的低かった。 
② 社内外への「開示」において重視している分野 

一方、社内外への開示について特に重視している分野は全体の平均が 23%で、上記①の「測定」の値

にくらべて低い結果となり、日本企業の「開示」に対する慎重な姿勢が見受けられた。また、「6.従業員の多

様性」（55%）、「4.健康経営・安全衛生」（53%）は比較的高い結果となったが、これは各種法規制・ガイドラ

インによって開示が求められている影響と考えられる。【図表 1】 
 

【図表 1】人的資本指標の測定、社内外への開示について、特に重視している分野（複数選択）（N=77） 

 
（出所）当社作成 
【集計方法】 回答率は、各項目の回答数÷N 数で算出した。例：「1.労働力」の「測定において重視している」についての

回答率＝「1.労働力」を「測定において重視している」とご回答いただいた企業 61 社÷77 社＝79% 
【備考】 回答率の分布を理解しやすいよう、設問ごとに緑色、黄色のグラデーションで表示した。（以下図表同様） 

測定において重視している 社内外への開示において
重視している

1.労働力
（従業員数、フルタイム換算人数、臨時的な労働力、欠勤日数・欠勤率等）

2.コスト
（人件費、従業員一人当たりのコスト、採用・離職コスト等）

3.生産性
（労働生産性、労働分配率、人的資本ROI等）

4.健康経営・安全衛生
（労働災害・組織の安全性、健康経営、働き方に関する数値等）

5.コンプライアンスおよび倫理・人権
（苦情の種類・件数、懲戒処分の種類・件数、外部に付託された紛争の種類・件数、コンプライアンス/倫理

研修を修了した従業員の人数・割合等）

6.従業員の多様性
（従業員の年齢・年代比率、同障がい者雇用率、従業員および管理職のジェンダー比率、同外国人比率、
同新卒・中途比率等）

7.リーダーシップ
（役職者一人当たりの部下人数、リーダーシップ開発プログラム実施回数・参加人数、サクセッションプラ
ン、取締役会スキルマトリックス等）

8.採用・異動・離職
（求人ポジション数、候補者数、求人ポジションの採用充足にかかる平均の期間、内部充足の割合、内部
の異動率、離職率等）

9.組織開発・人材開発
（組織開発・人材開発施策にかかるコスト、研修の参加人数・割合、研修時間、従業員調査結果等）

10.従業員の活動履歴
（役割・職務に関係するスキル、資格、経験等）

11.従業員の業務上の経験
（担当業務内容・年数、担当業務で取得した知識・スキル、新しい領域・テーマに挑戦した経験等）

上記回答率の平均値 67% 23%

57% 14%

61% 12%

57% 16%

70% 4%

75% 4%

61% 55%

79% 26%

74% 18%

65% 31%

69% 23%

68% 53%
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(2) 業種別（回答数 9 社以上の業種） 
① 人的資本指標の「測定」において重視している分野 

人的資本指標の「測定」において重視している分野を業種別にみると、重視している分野に違いがみら

れた。 
製造業では「1.労働力」「11.従業員の業務上の経験」がいずれも 84%と最も高く、次いで「10.従業員

の活動履歴」が 78%となっている。 
情報通信業は「2.コスト」「4.健康経営・安全衛生」「6.従業員の多様性」がいずれも 77%と最も高い。 
卸売業・小売業は「1.労働力」「2.コスト」「3.生産性」がいずれも 100%と最も高い。 

② 社内外への「開示」において重視している分野 
一方、人的資本指標の「開示」については、製造、情報通信、卸売・小売のいずれの業種においても分

野に大きな違いはなく、「4.健康経営・安全衛生」「6.従業員の多様性」の開示を重視する傾向にあった。

【図表 2】 
 

【図表 2】人的資本指標の測定、社内外への開示について、特に重視している分野（複数選択） 
（製造 N=32 情報通信 N=13 卸売・小売 N=9） 

 
（出所）当社作成 
  

製造業 情報
通信

卸売
小売

製造業 情報
通信

卸売
小売

1.労働力
（従業員数、フルタイム換算人数、臨時的な労働力、欠勤日数・欠勤率等）

2.コスト
（人件費、従業員一人当たりのコスト、採用・離職コスト等）

3.生産性
（労働生産性、労働分配率、人的資本ROI等）

4.健康経営・安全衛生
（労働災害・組織の安全性、健康経営、働き方に関する数値等）

5.コンプライアンスおよび倫理・人権
（苦情の種類・件数、懲戒処分の種類・件数、外部に付託された紛争の種類・件数、コンプライアンス/倫
理研修を修了した従業員の人数・割合等）

6.従業員の多様性
（従業員の年齢・年代比率、同障がい者雇用率、従業員および管理職のジェンダー比率、同外国人比
率、同新卒・中途比率等）

7.リーダーシップ
（役職者一人当たりの部下人数、リーダーシップ開発プログラム実施回数・参加人数、サクセッションプラ
ン、取締役会スキルマトリックス等）

8.採用・異動・離職
（求人ポジション数、候補者数、求人ポジションの採用充足にかかる平均の期間、内部充足の割合、内
部の異動率、離職率等）

9.組織開発・人材開発
（組織開発・人材開発施策にかかるコスト、研修の参加人数・割合、研修時間、従業員調査結果等）

10.従業員の活動履歴
（役割・職務に関係するスキル、資格、経験等）

11.従業員の業務上の経験
（担当業務内容・年数、担当業務で取得した知識・スキル、新しい領域・テーマに挑戦した経験等）

63% 77% 78% 66% 46%

56%

78%

16% 23% 33%

78% 62% 89% 0% 15% 0%

78% 66% 54%

22%

100% 16% 38%

69% 46% 89% 41% 15%

78%66% 77%

33%

84% 69% 100% 34% 31%

72% 62% 100% 31% 38%

上記回答率の平均値 72% 66% 82% 27% 29% 34%

59% 69% 56%

測定において重視している 社内外への開示において
重視している

84% 69% 78% 3% 15% 0%

69% 54% 67% 9% 23% 22%

69% 62% 67% 13% 15% 22%

33%

75% 77%
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(3) 上場･非上場別 
① 人的資本指標の「測定」において重視している分野 

人的資本指標の「測定」において重視している分野は、上場・非上場ともに「1.労働力」（上場 78%・非上

場 86%）の割合が高かった。上場企業では同率で「11.従業員の業務上の経験」（78%）、そして「4.健康経

営・安全衛生」「10.従業員の活動履歴」（いずれも 74%）と続く。一方の非上場企業では「2.コスト」（82%）、

「3.生産性」「11.従業員の業務上の経験」（いずれも 75%）が続いた。 
② 社内外への「開示」において重視している分野 

11 分野の全体平均でくらべると、上場企業（29%）は非上場企業（16%）と比較して社内外への開示を

重視する傾向にある。中でも「1.労働力」は上場企業が非上場企業よりも回答率が 32 ポイント上回り、同様

に「3.生産性」も 28 ポイント、「6.従業員の多様性」も 26 ポイント、上場企業が上回った。【図表 3】 
 

【図表 3】人的資本指標の測定、社内外への開示について、特に重視している分野（複数選択） 
（上場 N=46 非上場 N=28 全体 N=77） 

 

（出所）当社作成 
【凡例】 赤色セル：上場＞非上場で、差異 5pt 以上 青色セル：上場＜非上場で、差異 5pt 以上  

上場 非上場 差異 上場 非上場 差異

1.労働力
（従業員数、フルタイム換算人数、臨時的な労働力、欠勤日数・欠勤率等）

2.コスト
（人件費、従業員一人当たりのコスト、採用・離職コスト等）

3.生産性
（労働生産性、労働分配率、人的資本ROI等）

4.健康経営・安全衛生
（労働災害・組織の安全性、健康経営、働き方に関する数値等）

5.コンプライアンスおよび倫理・人権
（苦情の種類・件数、懲戒処分の種類・件数、外部に付託された紛争の種類・件数、コンプライアンス/
倫理研修を修了した従業員の人数・割合等）

6.従業員の多様性
（従業員の年齢・年代比率、同障がい者雇用率、従業員および管理職のジェンダー比率、同外国人
比率、同新卒・中途比率等）

7.リーダーシップ
（役職者一人当たりの部下人数、リーダーシップ開発プログラム実施回数・参加人数、サクセッション
プラン、取締役会スキルマトリックス等）

8.採用・異動・離職
（求人ポジション数、候補者数、求人ポジションの採用充足にかかる平均の期間、内部充足の割合、
内部の異動率、離職率等）

9.組織開発・人材開発
（組織開発・人材開発施策にかかるコスト、研修の参加人数・割合、研修時間、従業員調査結果等）

10.従業員の活動履歴
（役割・職務に関係するスキル、資格、経験等）

11.従業員の業務上の経験
（担当業務内容・年数、担当業務で取得した知識・スキル、新しい領域・テーマに挑戦した経験等） 3% 4% 4% 1%

上記回答率の平均値 71% 65% 6% 29% 16% 13%

63% 50% 13% 20% 11% 9%

74% 68% 6% 2% 7% -5%

65% 46% 19% 20% 7% 12%

70% 50% 20% 15% 7% 8%

測定において重視している

59% 46%13%

社内外への開示において
重視している

78% 86% 39% 7%-7% 32%

72% 82% 24% 11%-10% 13%

28%

12%

35% 25%3%

14%

10%

26%67% 54% 65% 39%

67% 64%

67% 75% 35% 7%-8%

74% 61%

78% 75%
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(4) 高成長率企業（連結売上高平均成長率 10%以上） 
① 人的資本指標の「測定」において重視している分野 

高成長率企業は「3.生産性」を除くすべての分野で、その他の企業よりも人的資本指標の測定を重視し

ている。特に「9.組織開発・人材開発」の分野では、すべての高成長率企業がその測定を重視すると回答

した （その他企業では 54%）。 
② 社内外への「開示」において重視している分野 

高成長率企業がその他の企業と比較して重視している分野は「1.労働力」「2.コスト」「3.生産性」「7.リー
ダーシップ」で、回答率がそれぞれ 20 ポイント以上上回った。【図表 4】 

 
【図表 4】人的資本指標の測定、社内外への開示について、特に重視している分野（複数選択） 

（高成長率企業 N=6 その他 N=71） 

 
（出所）当社作成 
【凡例】 赤色セル：高成長率企業＞その他で、差異 5pt 以上 青色セル：高成長率企業＜その他で、差異 5pt 以上 
  

高成
長率

その他 差異 高成
長率

その他 差異

1.労働力
（従業員数、フルタイム換算人数、臨時的な労働力、欠勤日数・欠勤率等）

2.コスト
（人件費、従業員一人当たりのコスト、採用・離職コスト等）

3.生産性
（労働生産性、労働分配率、人的資本ROI等）

4.健康経営・安全衛生
（労働災害・組織の安全性、健康経営、働き方に関する数値等）

5.コンプライアンスおよび倫理・人権
（苦情の種類・件数、懲戒処分の種類・件数、外部に付託された紛争の種類・件数、コンプライアンス/
倫理研修を修了した従業員の人数・割合等）

6.従業員の多様性
（従業員の年齢・年代比率、同障がい者雇用率、従業員および管理職のジェンダー比率、同外国人
比率、同新卒・中途比率等）

7.リーダーシップ
（役職者一人当たりの部下人数、リーダーシップ開発プログラム実施回数・参加人数、サクセッション
プラン、取締役会スキルマトリックス等）

8.採用・異動・離職
（求人ポジション数、候補者数、求人ポジションの採用充足にかかる平均の期間、内部充足の割合、
内部の異動率、離職率等）

9.組織開発・人材開発
（組織開発・人材開発施策にかかるコスト、研修の参加人数・割合、研修時間、従業員調査結果等）

10.従業員の活動履歴
（役割・職務に関係するスキル、資格、経験等）

11.従業員の業務上の経験
（担当業務内容・年数、担当業務で取得した知識・スキル、新しい領域・テーマに挑戦した経験等）

18%

14%

83% 75% 9% 17% 3% 14%

上記回答率の平均値 83% 66%

44%

35%

29%

15%

-16%

13%

83%

83% 59% 67% 54%

39% 22% 17%

17% 15% 1%

83% 69% 14% 17% 3%

4%

10%

-2%

17%

20%

24%

21%

測定において重視している 社内外への開示において
重視している

100% 54% 46%

83% 66% 67% 52%

83% 63% 17% 32%

83% 79% 67% 23%

83% 73% 50% 15%

67% 69% 50%

55% 28% 50% 11% 39%

83% 59% 24% 17% 11% 5%
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(5) 非連続成長企業（p.3「2.回答企業の概要」に説明記載） 
① 人的資本指標の「測定」において重視している分野 

非連続成長企業は多くの分野で人的資本指標の測定を重視している。特に「1.労働力」（90%）「10.従
業員の活動履歴」「11.従業員の業務上の経験」（いずれも 83%）の回答率が高い。 
② 社内外への「開示」において重視している分野 

非連続成長企業は、「4.健康経営・安全衛生」「6.従業員の多様性」（いずれも 62%）「3.生産性」「5.コン

プライアンスおよび倫理・人権」（いずれも 41%）の回答率が高い。特に「3.生産性」は、その他の企業の回

答率を 29 ポイント上回った。【図表 5】 
 

【図表 5】人的資本指標の測定、社内外への開示について、特に重視している分野（複数選択） 
（非連続成長企業 N=29 その他 N=48） 

 

（出所）当社作成 
【凡例】赤色セル：非連続成長企業＞その他で、差異 5pt 以上 青色セル：非連続成長企業＜その他で、差異 5pt 以上 
  

非連続
成長

その他 差異 非連続
成長

その他 差異

1.労働力
（従業員数、フルタイム換算人数、臨時的な労働力、欠勤日数・欠勤率等）

2.コスト
（人件費、従業員一人当たりのコスト、採用・離職コスト等）

3.生産性
（労働生産性、労働分配率、人的資本ROI等）

4.健康経営・安全衛生
（労働災害・組織の安全性、健康経営、働き方に関する数値等）

5.コンプライアンスおよび倫理・人権
（苦情の種類・件数、懲戒処分の種類・件数、外部に付託された紛争の種類・件数、コンプライアンス/
倫理研修を修了した従業員の人数・割合等）

6.従業員の多様性
（従業員の年齢・年代比率、同障がい者雇用率、従業員および管理職のジェンダー比率、同外国人
比率、同新卒・中途比率等）

7.リーダーシップ
（役職者一人当たりの部下人数、リーダーシップ開発プログラム実施回数・参加人数、サクセッション
プラン、取締役会スキルマトリックス等）

8.採用・異動・離職
（求人ポジション数、候補者数、求人ポジションの採用充足にかかる平均の期間、内部充足の割合、
内部の異動率、離職率等）

9.組織開発・人材開発
（組織開発・人材開発施策にかかるコスト、研修の参加人数・割合、研修時間、従業員調査結果等）

10.従業員の活動履歴
（役割・職務に関係するスキル、資格、経験等）

11.従業員の業務上の経験
（担当業務内容・年数、担当業務で取得した知識・スキル、新しい領域・テーマに挑戦した経験等） 83% 71% 12% 3% 4% -1%

上記回答率の平均値 75% 62% 13% 29% 20% 9%

72% 48% 24% 14% 17% -3%

83% 63% 20% 3% 4% -1%

79% 71% 21% 17%

8%

4%

69% 69% 41% 13% 29%

76% 46% 30% 21% 10% 10%

76% 52% 24% 17% 8% 9%

測定において重視している 社内外への開示において
重視している

-4%

90% 73%

8%

0%

17% 31% 23%

66% 69% 62% 48% 14%

59% 63% 62% 50%

16%

12%

-3%

12%72% 60% 41% 25%
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2. 各分野の指標に関する測定・開示の取り組み状況 
(1) 人的資本指標の「測定」 

全 57 項目の平均測定実施率は 63%だった。測定実施率（総回答数から「レベル 1:測定/記録していない」

「わからない」を除いた回答数の割合）が特に高かったのは、「従業員の障がい者雇用率」（94%）、「労働時間に

関する数値」「休暇取得に関する数値」（いずれも 93%）、「従業員数（人数）」（92%）、「従業員の年齢・年代比

率」（91%）、「臨時的な雇用者数・労働力」「懲戒処分の種類・件数」（いずれも 89%）、「健康経営に関する年次

実施事項の数値」「休業取得に関する数値」（いずれも 88%）、「苦情の種類・件数」「担当業務内容、年数」（い

ずれも 85%）などであった。 
一方、測定実施率が低い指標は、「失敗した経験・失敗した時の姿勢や対応状況」（13%）、「トラブルが発生

した時の臨機応変／柔軟な対応状況」「社外や異業種との積極的関与・横断的関与」（いずれも 19%）、「求人

ポジションに対する社内登用の割合」（24%）、「人的資本 ROI（自社指標）」（28%）、「社員の離職に伴うコスト」

「求人ポジションの社外採用にかかる平均期間」（いずれも 29%）、「担当業務だけでなく新しい領域・テーマに

挑戦した経験」（30%）、「従業員一人当たりの平均研修受講時間」（32%）などであり、日本的な雇用慣行が影

響している様子が見受けられた。 
(2) 人的資本指標の「開示」 

全 57 項目の「開示」に関する回答率は、「レベル 2：測定/記録しているが、経営や社外ステークホルダーに

は開示していない」が 25%、「レベル 3：測定/記録結果を経営に開示している」が 27%、「レベル 4：社外ステー

クホルダーに開示している」が 12%だった。現状においては、人的資本について指標に基づき測定していて

も、社外ステークホルダーへの開示のみならず、経営に対するモニタリング報告（開示）を行っていない割合が

相当程度あることから、人的資本指標が限定的な開示に留まっているという実態が見受けられる。 
 



 

ご利用に際してのご留意事項を最後に記載していますので、ご参照ください。 
（お問い合わせ）コーポレート・コミュニケーション室   E-mail：info@murc.jp 

10 / 14 

 

【図表 6】人的資本指標測定・開示の取り組み状況（複数選択）（N=77） 

 
（出所）当社作成 

レベル２： レベル３： レベル４：

測定実施率
測定してい
るが、開示し
ていない

測定結果を
経営に開示
している

測定結果を社
外ステークホ
ルダーに開示

している

当該測定指
標の目標値
を設定してい

る

従業員数（人数） 92% 3% 34% 65% 6%
フルタイム換算人数 62% 9% 27% 30% 3%
臨時的な雇用者数・労働力（業務委託、人材派遣、有期雇用等） 89% 22% 39% 34% 1%
欠勤日数、欠勤率（いずれか可） 78% 52% 21% 5% 1%
総雇用コスト（人件費）、従業員一人当たりのコスト（いずれか可） 84% 19% 45% 21% 9%
社員採用のためのコスト 76% 39% 34% 3% 5%
社員の離職に伴うコスト 29% 14% 12% 3% 0%
労働生産性（従業員あたり収益／利益／生産量） 69% 29% 36% 8% 3%
労働分配率（付加価値に占める人件費の割合） 53% 26% 22% 8% 1%
人的資本ROI（自社指標） 28% 12% 10% 6% 0%
労働災害、組織の安全性に関する数値
（労働災害の件数、労働災害によるロスタイム、安全訓練・教育に参加した従業員の人
数、割合等）

76% 21% 38% 18% 10%

健康経営に関する年次実施事項の数値
（定期健康診断受診率、ストレスチェック受検率、医療費、健康・メンタルヘルス研修に参
加した従業員の人数・割合等）

88% 25% 47% 18% 12%

従業員の健康に関する特定の自社指標（メタボ率、喫煙率、メンタル休業者率等） 70% 23% 34% 17% 8%
労働時間に関する数値（年間勤務時間、定時間外勤務時間、休日勤務時間等） 93% 25% 49% 25% 9%
休暇取得に関する数値（有給休暇取得日数等） 93% 30% 40% 29% 12%
休業取得に関する数値（育児休業取得率、介護休業取得率等） 88% 36% 32% 22% 6%
苦情の種類･件数（コンプライアンス、倫理、差別・ハラスメント等） 85% 18% 61% 9% 0%
懲戒処分の種類･件数 89% 17% 65% 8% 1%
外部に付託された紛争の種類･件数 73% 21% 47% 6% 1%
コンプライアンス研修・倫理研修等を修了した従業員の人数・割合 82% 31% 38% 14% 3%
国内外のサプライチェーンに対する人権教育、人権デューデリジェンス、人権リスク特定、
監査の実施状況（いずれか可）

43% 17% 18% 8% 1%

従業員の年齢・年代比率 91% 18% 53% 25% 1%
従業員の障がい者雇用率 94% 17% 44% 38% 5%
従業員のジェンダー比率 74% 14% 36% 32% 3%
従業員の新卒・中途入社比率 81% 18% 44% 26% 3%
管理職のジェンダー比率 76% 12% 36% 35% 16%
管理職の新卒・中途入社比率 67% 30% 27% 12% 3%
管理職の外国人材比率 47% 19% 18% 12% 3%
管理職一人当たりの部下人数（スパン・オブ・コントロール） 48% 26% 19% 1% 3%
リーダーシップ開発プログラムに関する数値（内容・回数、対象人数等） 54% 30% 22% 5% 3%
リーダーへの信頼度（従業員へのサーベイ結果等） 62% 12% 47% 3% 5%
重要ポジションに関するサクセッションプラン（後継者計画）の取組状況 40% 9% 27% 1% 6%
重要ポジションに関するサクセッションプランの進捗状況 37% 10% 23% 1% 6%
取締役会スキル・マトリックス 46% 4% 21% 26% 3%
求人ポジション（職務要件に基づく社外採用･社内登用が必要な空きポジション）の数 65% 32% 26% 5% 5%
求人ポジションの社外採用における応募者数 64% 45% 13% 4% 3%
求人ポジションの社外採用にかかる平均期間 29% 19% 5% 3% 3%
求人ポジションに対する社内登用の割合 24% 14% 8% 3% 3%
社内の異動件数・率 53% 30% 21% 3% 1%
定着率に関する数値（新卒入社3年後の定着率等） 73% 34% 29% 12% 1%
自己都合退職者数または比率 82% 32% 42% 12% 1%
退職理由毎の退職者数または比率 62% 30% 27% 3% 3%
組織開発･人材開発施策にかかる全てのコスト 57% 32% 19% 5% 4%
研修参加従業員のべ人数、従業員総数に対する割合（いずれか可） 65% 39% 14% 13% 3%
従業員一人当たりの平均研修受講時間 32% 13% 6% 13% 3%
従業員に対する調査の結果(エンゲージメントサーベイ･従業員満足度調査等) 75% 14% 55% 10% 4%
業務遂行に必要な法律上義務付けられている証明書など（国家資格・公的資格等） 78% 52% 18% 3% 0%
個人の能力等を裏付けする証明書など（民間資格・学位・成績等） 78% 58% 16% 1% 0%
個人の能力等を形成する業務上での経験（職歴、参加プロジェクト等） 74% 56% 14% 1% 0%
個人の能力等を形成する業務外での学び・経験（課外活動、学習履歴等） 51% 38% 8% 3% 1%
担当業務内容、年数（いずれか可） 85% 55% 29% 1% 0%
担当業務で取得した知識・スキルの内容やレベル 57% 40% 14% 1% 1%
担当業務だけでなく新しい領域・テーマに挑戦した経験 30% 19% 6% 1% 0%
トラブルが発生した時の臨機応変／柔軟な対応状況 19% 13% 3% 1% 0%
社外や異業種との積極的関与・横断的関与 19% 12% 5% 1% 0%
失敗した経験・失敗した時の姿勢や対応状況 13% 8% 4% 1% 0%
グローバルの事業経験 49% 29% 19% 1% 1%

全体 上記回答率の平均値 63% 25% 27% 12% 3%

1.労働力

2.コスト

3.生産性

10.従業員の

履歴情報

11.従業員の

業務経験

4.健康経営・

安全衛生

5.コンプライ

アンスおよび
倫理・人権

6.従業員の

多様性

7.リーダー

シップ

8.採用・異

動・離職

9.組織開発・

人材開発
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3. 従業員の履歴情報を記録することによる成果、理想的な人材育成や管理を実現するために記

録･蓄積すべき項目 
(1) 従業員の履歴情報の記録・開示の取り組み状況 

従業員の履歴情報について、測定実施率（総回答数から「レベル 1:記録していない」「わからない」を除いた

回答数の割合）が最も高いのは、「業務遂行に必要な法律上義務付けられている証明書など（国家資格・公的

資格等）」「個人の能力等を裏付けする証明書など（民間資格・学位・成績等）」（いずれも 78%）だった。これに

「個人の能力等を形成する業務上での経験（職歴、参加プロジェクト等）」（74%）が続く。 
ただし、これらの記録結果の開示対象は「経営」（8～18%）、「一般従業員」（5～9%）、「社外ステークホルダ

ー」（1～3%）であり、人事部門などの主管部署内だけで管理・活用している状況が見受けられた。【図表 7】 
 

【図表 7】従業員の履歴情報の記録・開示の取り組み状況（複数選択）（N=77） 

 
（出所）当社作成 

 
(2) 従業員の履歴情報を記録することによる成果 

従業員の履歴情報を記録することによる成果を尋ねたところ、「事業推進上必要な知識・スキルが明確になり、

マネジメントや育成に役立った」（43%）「年功によらない人材の抜擢、適正配置が可能になった」（26%）「キャリア

パスをわかりやすく提示することで育成・定着につながった」（25%）の回答率が比較的高かった。【図表 8】 
 

【図表 8】従業員の履歴情報を記録することによる成果（複数選択）（N=77） 

 
（出所）当社作成 

測定実施率 レベル２：
記録している
が、開示してい

ない

レベル３：
記録結果を経営
に開示している

レベル４：
記録結果を一般
従業員に開示し

ている

レベル５：
記録結果を社外
ステークホル
ダーに開示して

当該項目の目標
値を設定している

業務遂行に必要な法律上義務付けられている証
明書など（国家資格・公的資格等）

78% 52% 18% 9% 3% 0%

個人の能力等を裏付けする証明書など
（民間資格・学位・成績等）

78% 58% 16% 5% 1% 0%

個人の能力等を形成する業務上での経験
（職歴、参加プロジェクト等）

74% 56% 14% 6% 1% 0%

個人の能力等を形成する業務外での学び・経験
（課外活動、学習履歴等）

51% 38% 8% 5% 3% 1%

上記以外の指標 10% 6% 1% 1% 1% 0%

43%

26%

25%

21%

18%

17%

17%

13%

6%

25%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

事業推進上必要な知識・スキルが明確になり、マネジメントや育成に役立った

年功によらない人材の抜擢、適正配置が可能になった

キャリアパスをわかりやすく提示することで育成・定着につながった

社員の行動特性（挑戦意欲や知的好奇心等）に応じたマネジメントができる…

新規事業、経営、デジタル化等の戦略推進に適した人材を配置できた

活動履歴を明確化することで、優秀人材のモチベーション向上につながった

活動履歴水準に応じた報酬水準の適正化をすることができた

外部から優秀な人材を中途採用しやすくなった

その他

特にない
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(3) 従業員の業務経験に関する記録 
従業員の業務経験について、測定実施率（総回答数から「レベル 1:記録していない」「わからない」を除いた

回答数の割合）が最も高いのは「担当業務内容、年数（いずれか可）」（86%）であり、次いで「担当業務で取得し

た知識・スキルの内容やレベル」（57%）、「グローバルの事業経験」（49%）だった。 
 
また、記録結果を開示している割合は、その開示対象ごとに「経営」（3～29%）、「一般従業員」（1～8%）、

「社外ステークホルダー」（1%）であり、仮に記録していても、人事部門などの主管部署内だけで管理・活用して

いる状況が見受けられた。【図表 9】 
 

【図表 9】従業員の業務経験の記録・開示の取り組み状況（複数選択）（N=77） 

 
（出所）当社作成 
 

(4) 理想的な人材育成や管理を実現するために記録･蓄積すべき項目 
理想的な人材育成や管理を実現するために本来記録・蓄積すべき項目について尋ねたところ、「担当業務で

取得した知識・スキルの内容やレベル」（87%）、「担当業務内容、年数（いずれか可）」（74%）、「担当業務だけ

でなく新しい領域・テーマに挑戦した経験」（73%）の回答率が高かった。【図表 10】 
 

【図表 10】理想的な人材育成や管理を実現するために、本来記録・蓄積すべき項目（複数選択）（N=77） 

 
（出所）当社作成 

測定実施率 レベル２：
記録しているが、
開示していない

レベル３：
記録結果を経営
に開示している

レベル４：
記録結果を一般
従業員に開示して

いる

レベル５：
記録結果を社外
ステークホルダー
に開示している

当該項目の目標
値を設定している

担当業務内容、年数（いずれか可） 86% 55% 29% 8% 1% 0%
担当業務で取得した知識・スキルの内容やレベル 57% 40% 14% 8% 1% 1%
担当業務だけでなく新しい領域・テーマに挑戦した経験 30% 19% 6% 3% 1% 0%
トラブルが発生した時の臨機応変／柔軟な対応状況 18% 13% 3% 1% 1% 0%
社外や異業種との積極的関与・横断的関与 19% 12% 5% 1% 1% 0%
失敗した経験・失敗した時の姿勢や対応状況 13% 8% 4% 1% 1% 0%
グローバルの事業経験 49% 29% 19% 3% 1% 1%
上記以外の指標 4% 1% 1% 0% 1% 0%
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担当業務だけでなく新しい領域・テーマに挑戦した経験

グローバルの事業経験

社外や異業種との積極的関与・横断的関与

失敗した経験・失敗した時の姿勢や対応状況

トラブルが発生した時の臨機応変／柔軟な対応状況

その他

検討中／わからない
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4. 人的資本指標やその測定基準を設定･検討する上で参照しているガイドライン、人的資本を測定

する上で使用している情報システム･ツール 
 

(1) 参照しているガイドライン 
人的資本指標およびその測定基準を設定・検討する上で、調査回答企業が参照するガイドラインとして最も

多かったのは「ISO30414」（27%）だった。一方、「特にない／わからない」の回答が全体の 69%を占めていた

ことから、現時点では多くの日本企業が自社流の指標管理をしている、もしくは管理する意識が低い状況であ

り、他社との比較が困難な状況にあると推察される。【図表 11】 
 

【図表 11】人的資本指標やその測定基準を設定・検討する上で参照しているガイドライン（複数選択）（N=77） 

 
 

（出所）当社作成 
 

(2) 使用している情報システム･ツール 
人的資本指標を測定する上で、使用する情報システム・ツールとして最も多いのは「人事給与システム（ERP

等）」（65%）で、次いで「タレントマネジメントシステム」（43%）だった。ただし、3 番目に「エクセルでデータ回収」

（39%）が上がったことから、システム化の遅れが今後の人的資本経営の実現に向けたボトルネックになり得ると

想定される。【図表 12】 
 

【図表 12】人的資本指標を測定する上で使用しているシステム（HRIS）・ツール（複数選択）（N=77） 

 
（出所）当社作成 

 
  

ISO30414 GRIスタンダード Corporate 
Sustainability 
Assessment

（CSA）

その他 特にない／わから
ない

人的資本に関する指標や測定基準を設定･検討する上で、
参照しているガイドラインがあれば教えてください。

27% 5% 3% 4% 69%

人事給与システ
ム（ERP等）

タレントマネジメ
ントシステム

ラーニングマネ
ジメントシステム

エクセルでデー
タ回収

その他 特にない／わか
らない

人的資本を測定する上で、使用しているシステム
（HRIS）、ツールを教えてください。

65% 43% 16% 39% 4% 16%
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－ ご利用に際して －  

 本資料は、信頼できると思われる各種データに基づいて作成されていますが、当社はその正確性、完全性を保証するものではあり

ません。 

 また、本資料は、執筆者の見解に基づき作成されたものであり、当社の統一的な見解を示すものではありません。 

 本資料に基づくお客様の決定、行為、及びその結果について、当社は一切の責任を負いません。ご利用にあたっては、お客様ご

自身でご判断くださいますようお願い申し上げます。 

 本資料は、著作物であり、著作権法に基づき保護されています。著作権法の定めに従い、引用する際は、必ず出所：三菱ＵＦＪリサ

ーチ＆コンサルティングと明記してください。 

 本資料の全文または一部を転載・複製する際は著作権者の許諾が必要ですので、当社までご連絡ください。 
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